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論 文 内 容 の 要 旨 
 
本論文は、地方財政を自立した健全財政に再生するにどのような改革が進められるべきか。根本的
な改革がなされないままにきた日本の地方財政の構造変化と制度改革を分析し解説したものである。 
前半の第 1章から第 4章までは地方財政制度の全体的な枠組みを考察し、後半の第 5章から第 10
章では個別の制度に関する考察を行っている。地方財政の既存研究では「謎」とされ、研究課題とさ
れながらも探求されることが尐なかった諸課題に取り組んでいる。 
第 1 章「分権型社会の確立と地方財政改革」では、地方分権を原則とする分権型社会における地
方財政制度は公共選択の基本原理に裏づけられていなければならないことを明らかにしている。 
第 2 章「日本の地方財政制度の特徴と構造」では、国と地方との財政調整制度、とりわけ地方交
付税制度の運用に着目して、中央政府主導の財政運営が地方政府の行政実施の裁量を阻んできたかを
明らかにしている。 
第 3 章「地域経済格差と財政調整」では、財政資金の地域的な傾斜的配分を行わざるをえない経
済的背景を明らかにするとともに、多額の財政資金の移転が地域間所得格差を是正していることを解
明している。さらに、こうした構造が、地方政府の財政努力を阻害している要因であることを述べて
いる。 
第 4 章「三位一体改革の理念と現実」では、小泉政権下の三位一体改革がなにを意図し、どのよ
うな効果を期待するものであったかを明らかにし、隠された真実と実効上の制約がどこにあったかを
考察している。 
 第 5 章「住民税改革としての税源移譲の諸問題」では、三位一体改革で実施された税源移譲は地
方自治体の一般財源の拡充を目的とした地方税改革ではなく、自治体の安定財源確保と再分配効果を
狙ったものであり、そのために一時的な効果しかもたない不完全な改革であったことを明らかにして
いる。 
 第 6章「法人事業税改革と税源配分」では、法人事業税に外形標準課税を導入する改革について、
所得型付加価値税の導入の理論的根拠を提示している。 
 第 7 章「地方債格付けと地方債発行の自由化」では、地方債発行の自由化には地方債の格付けが
必要であり、公債の流通市場を整備しなければならないことを明らかにしている。 
 第 8 章「大都市における社会福祉政策と財政的課題」では、地方財政と社会保障の関係が検討さ
れ、公的扶助制度である生活保護の実態について大阪市をはじめとする大都市を中心に考察している。 
 第 9 章「高齢者施策における課題と地方財政負担」では、各種社会保険制度と高齢者福祉施策と
の関連を明らかにし、公的資金による財政補てんのあり方について検討している。 
 第 10章「介護保険制度の財政支援システムの課題」では、介護保険制度の導入に際して何が課題
であるかを分析し、地域福祉に地方政府がどのような形態で関わっていくべきかを考察している。 
以上のように、本論文は「地方財政の多様性」に取り組んだベテラン研究者ならではの成果として
の特徴を有する。いくつかの章は、『経済学雑誌』や『地方財務』に掲載された論文をもとに大幅な
加筆修正をしたものである。第 3 章と第 9 章についてはデータが掲載時のままのものが多いが、そ
れぞれの章の補論で内容を補っている。三位一体改革をはじめ地方財政改革の必要性が叫ばれている
が、本論文は、巷でみられるような単純な制度改革論ではなく、地方財政の課題と特徴が明確になる
よう組み立てられつつ、各章において学術的な分析が試みられている。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、申請者の著書『テキスト地方財政論―公共経済学的アプローチの可能性―』（勁草書房、
2011 年 1 月）で展開されている理論的土台に基づいた実証的な研究であり、制度に関する解説や分
析と理論的視座とが対話を持った研究となっている。地方財政の研究が、一方で理論指向の強い財政
学に基づきつつも地方財政には周辺的関心しか持たない実証分析と、他方で地方自治論を意識した制
度の史的分析に二極化しがちなことを考えると極めて貴重な研究と位置づけられる。 
 地方財政の既存研究では「謎」とされ、研究課題とされながらも探求されることが尐なかった多様
な諸課題に取り組んでいることは高く評価できる。一方、後述するように、それぞれの課題について
より深く探究を進めれば、さらに意義のある研究になるであろうと考えられる点も尐なくない。とは
いえ、多様な課題を対象にしつつも、本論文は、「政府間でどのように機能分担するのか」について
という点では一貫した研究を行い、学術的な独自性と政策的な含意を持つ成果を得ていると評価でき
る。 
 地方財政が構造的に歳入不足にあること、地方税が偏在している要因を第 3 章では地域間の経済
格差にもとめている。自主財源比率の低い県について厳しい指摘がされているが、第 1、2、4 章の
論述からすると、自立的財政運営を可能とする制度となっていない点をあわせて強調すべきであろう。
地域経済動向と地方税制度をより関連させて分析すれば、さらに興味深いものとなったであろう。 
 第 8章から第 10章において地方財政と社会保障の関係を考察しているのは、挑戦的な仕事である。
豊富な実態を分析し考察していることは評価できるが、社会保障制度については十分な理解が得られ
ていないケースが散見される。日本の諸制度はわかりにくいものであるが、本論文の持つ現代日本の
課題に肉薄しようとする意気込みを損なわないためにも、正確な把握と誤解を招かない記述は心がけ
るべきである。 
本論文は、単行本としての紙数の関係から、「むすび」にあたる部分が十分ではない。本論文では、
日本の地方財政は、制度的な仕組みにおいても歳出・歳入構造においても、多様に示されたように多
くの歪みを抱えながらも、「尐ない自主財源で大きな財政需要をまかなう」ために「国家財政依存型
の構造」になっていることを明らかにしている。この点が、政府間での機能分担にこだわった本論文
の最大の成果である。申請者はこのことを読者に対してさらに強調すべきであった。本論文は、歳入
における直接課税のあり方、歳出における社会保障のあり方、という最も問題の大きい制度について
考察しており、その成果は学術的価値が高いとともに、政策担当者をはじめ広く読まれるべきもので
ある。 
なお、平成 25 年 7 月 16 日に行われた口頭試問での質問に対する申請者の受け答えは的確なもの
であった。 
以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は博士の学位に十分値する業績であると判断す
る。 
 
